
⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者
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Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 北海道⼤学 北海道⼤学は、実学重視の理念の普遍的かつ今⽇的意義を追求し、普遍的真理や、北海道の特性を⽣かした学問の

創造を推進するとともに、産学官の連携協働の拡⼤を通じて、研究成果を世界に還元する。

　基 礎 情 報

〇札幌農学校を起源とした⼀次産業分野の蓄積知⾒ 
〇総合⼤学として、農学、⽔産から⼯学・情報・医学までの理系・⽂系を問わない幅広い研
究者の集積 
〇広⼤な実証フィールドを⼤学として所有

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

6,613,890 1,929 9,646,833 3,256,434

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,156,252 738 777 10

149 18

1,914,997 644 1,694,980 674 10

1,608,120 487 1,484,669 525 9

2,776 名

研究推進部産学連携課共同研究推進担当

但⽥　亜澄

010-706-9197

kyodo@research.hokudai.ac.jp

306,877 157 210,311

40,650

〇オープンイノベーションによる産学官の研究開発プラットフォームの創設
〇Society5.0社会に向けて広範囲な研究成果の社会実装を⽬指す

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,940,891

https://www.mcip.hokudai.ac.jp/
https://seeds.mcip.hokudai.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 77,305 60 120,864 59 20

6,330,517 600 6,793,541 603 9

85,240 71 146,690 78 24

19 29

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 44 63 7,935 11 25,826

 実施等件数あたり

研究者あたり 105,788 103.4

特許出願件数 264 0.095

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1,166 0.420

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

1,023

3 G01 測定、試験 43

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 34

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 80

2 C07 有機化学 45

7 G02 光学 21

8 H01 基本的電気素⼦ 18

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 24

6 G06 計算、計数 22

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 16

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 15

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 24 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 32 87

31

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 8

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

９〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2020-⼤学⾒本市

新技術説明会 11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

4 5 0 0

0 2 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 広島⼤学

【産学官連携のビジョン】広島⼤学は、教育、研究とともに社会貢献を重要な使命として位置づけ、社会や産業界との協
働を通して地域社会ならびに国際社会の平和と発展に貢献します。また、産学官連携活動を通して、広島⼤学の教育・
研究⼒の強化、及び国際的な視点と起業精神に富む⼈材の育成を推進し、広島⼤学のプレゼンスを⾼めます。

　基 礎 情 報

⽂部科学省「研究⼤学強化促進事業」の中で、世界トップレベルの研究活動を展開できる
「インキュベーション研究拠点」を選定し、⾃⽴型研究拠点への発展に向けた重点⽀援を⾏っ
ている。
【⾃⽴型研究拠点】キラル国際研究拠点、極限宇宙研究拠点、広島⼤学健康⻑寿研究
拠点、等

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

2,811,389 1,278 3,011,488 3,576,731

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

1,030,638 457 469 12

101 21

937,222 424 1,166,605 424 12

782,704 328 1,001,599 323 12

2,207 名

学術・社会連携室　学術・社会連携部　企画グループ

柳井　由以

082-424-4497

sangaku-renkei@office.hiroshima-u.ac.jp

154,518 96 165,006

25,555

【産学官連携のビジョンを達成するための⾏動指針】
・広島リサーチコンプレックスの展開と地⽅創⽣への貢献
・オープンイノベーションの推進と地域創⽣エコシステムの形成
・社会や産業界との組織的・中⻑期的な連携の強化
・国際産学官連携を牽引する⼈材の育成

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,296,645

https://www.hiroshima-u.ac.jp/iagcc
https://hutdb.hiroshima-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 46,437 52 70,191 67 40

2,683,275 341 2,899,258 383 14

65,824 69 97,162 88 36

21 28

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 20 110 19,387 17 26,971

 実施等件数あたり

研究者あたり 27,659 84.8

特許出願件数 158 0.072

産学連携本部が関与した共同研究 11

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 11

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 948 0.430

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

326

3 H01 基本的電気素⼦ 27

4 G01 測定、試験 23

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 64

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 31

7 C07 有機化学 13

8 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 12

5 C01 無機化学 18

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 14

9 C10 ⽯油、ガスまたはコークス⼯業、⼀酸化炭素を含有する⼯
業ガス、燃料、潤滑剤、でい炭 11

10 C08 有機⾼分⼦化合物等 9

外部資⾦

33 35
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 56 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 41 54

13

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 11

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020（中⽌）

Bio Japan 2020 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

国際ナノテクノロジー総合展・技術会議 12⽉
5 3 0 1

7 3 2 1受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 神⼾⼤学 研究シーズを先端研究・⽂理融合研究により価値最⼤化させて社会実装を推進し、その収益を教育・研究に還元する。そ

のために、共同研究・受託研究⽀援、産学連携型競争的資⾦事業申請および発明特許出願・保護管理を進める。

　基 礎 情 報

・先端バイオプロダクション研究（切らないゲノム編集技術、⻑鎖DNA合成技術等）
・先端膜⼯学研究（正浸透膜、ファウリング抑制等）
・医療機器/医療⽤ロボット研究（神⼾市医療産業都市に開発拠点設置等）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

3,454,608 1,333 2,355,913 3,752,432

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

1,073,412 736 760 13

238 7

828,573 518 1,000,096 524 13

673,905 413 460,894 286 25

2,069 名

研究推進部連携推進課連携推進グループ

須賀　真理⼦

078-803-5423

ksui-sangaku@office.kobe-u.ac.jp

154,668 105 539,202

21,636

⼤型の戦略的共同研究の拡⼤を⽬指し、オープンイノベーション機構を令和元年10⽉設
置。令和2年3⽉設⽴の株式会社神⼾⼤学イノベーションと連携し、⾼度専⾨⼈材の確保、
⻑期安定雇⽤によるノウハウの蓄積を図る。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,282,122

http://www.innov.kobe-u.ac.jp/
http://kuid.ofc.kobe-u.ac.jp/InfoSearch/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 119,443 73 105,057 45 25

3,650,075 448 3,180,863 419 12

166,573 105 170,254 98 19

53 12

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 19 109 47,130 32 65,197

 実施等件数あたり

研究者あたり 71,136 310.6

特許出願件数 95 0.046

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 3

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 506 0.245

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

229

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 29

4 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 20

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 44

2 G01 測定、試験 39

7 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 9

8 G06 計算、計数 9

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 16

6 G05 制御、調整 10

9 C07 有機化学 8

10 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 7

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 36 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 22 94

27

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 2

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2021

国際フロンティア産業メッセ2021 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

神⼾⼤学新技術説明会 10⽉
1 3 0 0

4 4 10 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⼭形⼤学

地域創⽣・次世代形成・多⽂化共⽣を使命とし、地域変⾰のエンジンとしてキラリと光る存在感のある⼤学を⽬指してい
る。第三期中期計画において平成30年度までに研究成果を活かしたベンチャー企業の⽴ち上げ3件を明⽂化し、⼤学全
体として⽀援していく⽅針である。

　基 礎 情 報

・有機材料分野での事業化推進の⽀援
・ゲノムコホート研究に基づく治療法の開拓等を⽀援
・ナノメタルスクールを先⾏事例とした知財の社会還元推進
・「ソフトマテリアル創製研究拠点」、「「⾷」の学際的研究拠点」等の新たな世界的研究拠点
の形成

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

783,717 388 1,923,484 1,536,213

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

819,154 320 364 15

89 11

770,387 301 923,093 348 15

652,142 240 662,538 259 14

1,220 名

研究部社会連携課

五味　康信

023-628-4844

k-sangaku@jm.kj.yamagata-u.ac.jp

118,245 61 260,555

11,717

「オープンイノベーション推進本部」及び「⼭形⼤学産学官連携推進本部」を中⼼に、⾮競争
領域から競争領域までニーズファースト型の研究を推進し、国際拠点・中核プラットフォーム構
築、事業化⼈材招聘によるグローバル展開を図る。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

947,090

https://www.yamagata-u.ac.jp/jp/area/cooperation/
http://yudb.kj.yamagata-u.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 206,057 113 153,168 114 16

1,527,962 323 1,365,570 352 26

228,000 160 191,912 186 16

72 24

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 29 42 21,943 47 38,744

 実施等件数あたり

研究者あたり 3,383 47.6

特許出願件数 68 0.056

産学連携本部が関与した共同研究 2

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 265 0.217

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

71

3 G01 測定、試験 23

4 H01 基本的電気素⼦ 22

1 C08 有機⾼分⼦化合物等 26

2 C07 有機化学 23

7 H05 他に分類されない電気技術 7

8 C01 無機化学 5

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 13

6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 9

9 B41 印刷、線画機、タイプライター、スタンプ 4

10 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 4
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 10 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 5 244

5

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

2 2 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 名古屋⼯業⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

599,715 215 1,880,323 877,780

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

756,956 354 363 16

110 30

670,264 333 739,840 332 17

520,899 233 630,060 222 15

409 名

研究⽀援課

⾼城望

052-735-5539

sanren@adm.nitech.ac.jp

149,365 100 109,780

4,963

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

894,682

https://sanren.web.nitech.ac.jp/
https://seeds.web.nitech.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 28,974 13 30,991 11

1,079,481 124 1,303,096 112 28

42,124 19 48,576 18

7 43

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 24 17 13,150 6 17,585

 実施等件数あたり

研究者あたり 11,039 190.3

特許出願件数 99 0.242

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 631 1.543

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

58

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 22

4 C01 無機化学 17

1 H01 基本的電気素⼦ 33

2 G01 測定、試験 24

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 8

8 E04 建築物 7

5 H02 電⼒の発電、変換、配電 15

6 C07 有機化学 13

9 F16 機械要素・単位、機械・装置の効果的機能を⽣じ維持するための⼀
般的⼿段 7

10 G06 計算、計数 6

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 34 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 11 37

13

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2021年11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
名⼯⼤テクノフェア2021

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

2 0 5 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 信州⼤学

信州⼤学は研究と産学官連携の⾼度両⽴を進めており、その知的資産と活動を通じて産業の育成と活性化等に奉仕する
ことを理念として掲げ、理系⽂系を問わず多種多様な産学官連携活動を、若⼿研究者からトップクラス研究者まで展開す
ることを図る。

　基 礎 情 報

ファイバーやナノカーボンを始めとする材料研究シーズは、学術論⽂ベースで国内トップクラスの
質を維持しており、特許や共同研究数も多い。さらに近年は、医学系の細胞療法技術、農
学系のスマート林業技術等でも注⽬されており、多様な産学官連携を⽀えるシーズが各研究
分野で創出されている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,150,191 614 2,336,318 1,171,201

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

801,978 477 488 17

162 16

602,075 429 658,448 441 23

404,539 277 441,749 279 27

1,091 名

研究推進部　産学官地域連携課

⼭崎　浩史

0263-37-3048

ken-sui@shinshu-u.ac.jp

197,536 152 216,699

13,926

◇基礎研究と社会実装を好循環させうる⼈材の育成や体制の整備。
◇⼤学と企業の橋渡し環境整備。
◇研究と産学官連携の⾼度両⽴のためのリソースコントロールシステムの構築。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

894,038

https://www.shinshu-u.ac.jp/cooperation/
http://www.shinshu-u.ac.jp/soar/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 38,596 19 20,966 13

2,245,879 218 2,193,728 231 16

40,687 27 25,524 25

12

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 76 14 2,091 8 4,558

 実施等件数あたり

研究者あたり 25,991 66.8

特許出願件数 191 0.175

産学連携本部が関与した共同研究 4

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 4

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 854 0.783

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

389

3 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 33

4 G01 測定、試験 29

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 41

2 C08 有機⾼分⼦化合物等 35

7 D01 天然・⼈造の⽷・繊維、紡績 21

8 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 12

5 H01 基本的電気素⼦ 22

6 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 21

9 C01 無機化学 12

10 C30 結晶成⻑ 12

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 11 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 28 39

165

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 17

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2020年9⽉〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2020－⼤学⾒本市

virtual.COMPAMED 2020 2020年11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

nanotech 2021 2020年12⽉
3 0 0 0

3 2 5 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 九州⼯業⼤学 本学では、中期⽬標において、地域及び我が国の産業の国際競争⼒を強化する新技術と新産業分野（イノベーション）

の創出に寄与すること、また、産学官の連携強化により、地域課題の解決や地域産業の振興に貢献することを掲げている。

　基 礎 情 報

特に以下の各分野を重点研究推進領域として指定し⽀援。
「航空宇宙（⼩型衛星）」、「パワーエレクトロニクス」、「環境エネルギー」、「AIハードウェア」、
「IoTセンサ/デバイス」、「ロボティクス」、「データサイエンス」、「⾼信頼知的集積システム」

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

516,342 205 321,736 854,402

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

701,855 268 266 19

98 23

579,143 235 722,223 240 19

391,517 138 562,415 142 19

397 名

研究協⼒課

吉郷　剛

093-884-3017

ken-sangaku@jimu.kyutech.ac.jp

187,626 97 159,808

5,369

本学では、組織的産学連携の受け⽫として、2016年度に「共同研究講座」制度を整備し
た。本制度では、産学官連携本部が⼀体となってサポートしており、設置実績を積み上げ、組
織対応による⼤型の産学連携を進めていきたい。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

848,163

http://www.ccr.kyutech.ac.jp/
https://hyokadb02.jimu.kyutech.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 49,197 51 52,113 57 49

487,517 130 454,268 143

66,938 67 67,229 75

18

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 25 16 17,741 16 15,116

 実施等件数あたり

研究者あたり 25,023 121.5

特許出願件数 82 0.207

産学連携本部が関与した共同研究 9

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 9

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 624 1.572

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

206

3 H01 基本的電気素⼦ 15

4 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 11

1 G01 測定、試験 24

2 G06 計算、計数 15

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 5

8 H02 電⼒の発電、変換、配電 5

5 C07 有機化学 7

6 H04 電気通信技術 6

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

10 G05 制御、調整 4

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 45 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 17 23

12

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 2

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

6⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
⻄⽇本製造技術イノベーション

イノベーション・ジャパン〜⼤学⾒本市 Online 9⽉頃
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

新技術説明会 12⽉
0 2 0 0

0 0 1 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京医科⻭科⼤学

本学は、産学連携活動の推進を、⼤学の成⻑戦略の重要な柱と位置づけ、⽀援体制の充実・強化やバリエーション豊富な産学官連携スキームの構築を⽬指
し、体制強化に取り組んでいる。2018年には「TMDUオープンイノベーション機構」を設置し、本学の臨床・研究・教育のアセットを最⼤限に活⽤した産学官連携
メニューの提案と、成果創出に向けた主体的で透明性のあるプロジェクトマネジメントの提供により、企業との共創による社会課題の解決に向けた「⾰新的医療イノ
ベーション」の創出を⽬指している。

　基 礎 情 報

本学は、国⽴⼤学唯⼀の医療系総合⼤学として、「世代を超えて地球・⼈類の『トータル・ヘルスケア』を 実現する」を⽬指
して、産学官連携活動を推進し、⾰新的医療イノベーション創出に取り組んでいる。 本学は、医療分野の先端研究をはじ
め、医学部・⻭学部の⼆つの附属病院における臨床研究も活発 に⾏なっていることから、研究⼒、臨床的知⾒、医学教育
⼒等、本学が有するリソースを総動員して、社会に求められる医療の実現および⼈々の健康増進への貢献に資する産学官
連携、社会との連携を指向している。 東京駅から約５分であり、医療系⼤学や医療機関が近隣に多数集積するお茶の⽔
という⽴地を活かし、ヒト・モノ・知⾒を共有する医療イノベーションのハブとして、⾰新的医薬品、医療機器はじめヘルスケア
領域の新たなビジネスモデルの構築、推進を⽬指している。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,723,950 737 4,070,308 2,664,593

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

625,318 187 208 20

54 25

574,212 167 776,157 180 16

426,103 118 615,397 122 16

3,741 名

統合研究機構事務部

⽵村　美紗⼦

03-5803-4823

jimubu-sanren.adm@tmd.ac.jp

148,109 49 150,043

14,934

本学は、産学官連携活動の先にあるイノベーション創出を結実するためには、企業様との信頼関係に基づく 本格的な産学
官連携を実施することが重要と考えている。そこで、本学と企業が共通ビジョンの下でイノ ベーションに取り組む「戦略的共同
研究制度」や、組織対組織の連携を実現するため「オープンイノベーション共創制度」により、企業と⻑期的視点に⽴った連
携を強化している。 また、医薬品や医療機器に限定せず、医療のあり⽅、健康・ヘルスケア関連の新規事業の創出に向け 
て、多様な業種業界との産学官連携を増強することを⽬指している。また新型コロナ患者の受⼊を積極的に⾏っている医療
機関の⼀つとして、With/Afterコロナ時代における社会変化に伴うニーズを捉えた産学官連携プロジェクトの創出に注⼒し
たい。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

846,668

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 107,604 60 65,742 69 42

2,743,633 354 3,090,631 377 13

143,411 90 116,076 106 30

30 18

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 26 144 35,807 30 45,531

 実施等件数あたり

研究者あたり 89,280 482.6

特許出願件数 67 0.018

産学連携本部が関与した共同研究 15

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 8

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 313 0.084

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

185

3 C07 有機化学 10

4 G01 測定、試験 9

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 64

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 30

7 G06 計算、計数 2

8 B22 鋳造、粉末冶⾦ 1

5 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 3

6 C08 有機⾼分⼦化合物等 2

9 B29 プラスチックの加⼯、可塑状態の物質の加⼯⼀般 1

10 F15 流体圧アクチュエータ、⽔⼒学・空気⼒学⼀般 1

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 5 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 32 117

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

6⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
Bio Digital

DSANJ 6th D-Bio Digital & F2F 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

BioJapan 10⽉
2 0 2 0

3 0 0 2受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備
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